
社会の根源問題が凝縮しているのが、重症児問題

最近、障害児・者関係の「医療的ケア 施設不足 ～障害児『卒業後』に壁～（ ．1/24

朝日新聞 「 上）安い報酬 『続けられぬ （ ． 「 下）移）」、 （ 』 ）」、 （2/12 YOMIURI ON LINE

動付き添い 自治体で格差（ ． 「知的障害者に『奴隷生活』2/13 YOMIURI ON LINE）」、

保護の４人、経営者ら提訴（ ． 」の報道記事（各記事は、２Ｐ～に貼付）が2/13 asahi.com）

目に付いた。

重症児問題というと、重度重複障害児の問題と考えられがちだが、重症児問題の歴史を

知ると、単に重度の重複障害のある子どもの問題だけではなく、法の谷間の障害児問題で

あることは、容易に理解できる。

重症児に係わる専門スタッフの中には 「職場で重症児や親御さんと係わること」とだ、

けと思っているような人も少なからずいるよう。

また、親御さんの中にも「自分達がこんなに苦労して活動している会に、待ちの姿勢で

参加しようとしない親子の問題にまで、なぜ関心を払わなくてはならないのか」という人

もいるよう。

「全国重症心身障害児（者）を守る会」の理念は「最も弱いものをひとりももれなく守

る」であり、重症児はもちろん一人で生きていかれないし、家族だけでは守ることもでき

ず、専門家（医療、教育、療育、等々）や行政、そして市民の理解と、互いに手を取り合

ってこそ重症児を守るとの思想から「親の会」という名称でなく「守る会」とわざわざ名

称したことを、今、重症児に係わる人々のどれだけの人が理解してるのであろうか。

言い換えれば、人間存在に係わる社会の根源問題が、集約・凝縮している重症児問題か

ら、人のあり方、専門職のあり方、社会のあり方を問うていくからこそ、重症児の療育に

取り組んだ先駆者の糸賀一雄先生は 「この子らに世の光を」でなく「この子らを世の光、

に」と唱えた、と自分は理解している。

こんなに福祉制度が整いつつあっても、前述の報道のように「法の谷間」の事例が派生

し得る限り、重症児問題は永遠に存続するし、社会は検証を求められ続けるであろうと思

っている。

まずは、重症児に限らず障害児に係わる方々は、こうした意識改革にこそ重症児に係わ

る意義があり、常に、この根源である自らの足場をしっかりと意識を検証し続けて欲しい

ものである。

阿部幸泰 （ 年 月 日 記）2008 2 15







（上）安い報酬 「続けられぬ」 

重度者に長時間対応 

 ２００６年１０月に本格施行された障害者自立支援法。制度の不具合が少しずつ明らかになっており、今年は制度を見

直す議論が行われる。問題が指摘されている重度障害者の支援について、現場の実態を探った。（安田武晴、写真も） 

連続８時間 

 ヘルパーに車いすを押してもらいながらレストランから出てきた大橋陽介さん（１９）は、満足そうに

笑顔をみせた。脳性まひによる四肢障害に加えて重い知的障害もあり、平日は平均で６時間、ヘル

パーを頼んでいる。この日は午前１０時から午後６時まで、外食や作業所での活動などを楽しんだ。 

 ヘルパーを派遣したのは、埼玉県東松山市の社会福祉協議会。自立支援法によるサービスの種

類は、「重度障害者等包括支援」だ。重度の人向けのサービスには、「重度訪問介護」もあり、いず

れも長時間連続して支援を提供する。 

 同市内に住む坂本幸恵さん（２０）も、脳性まひによる四肢障害と重い知的障害がある。重度訪問

介護でヘルパーに自宅に来てもらい、食事の介助などをしてもらうほか、時には美容院に連れて行

ってもらう。平日の利用時間は平均７時間と長い。 

大幅減収 

 自立支援法の本格施行でサービスの体系が変わってから、同社協では軽い人を含めた

障害者へのヘルパーの総派遣時間が、月平均計２４１０時間と大幅に増えた。以前は同１

７８８時間だったので、１・３倍以上になった計算だ。 

 だが、収入は、反対に月平均約５２４万円から約４１３万円へと激減。１時間あたりで見る

と、２９２８円から１７１６円に下がった。原因は長時間連続の支援について、国が報酬単価

を安く設定したことにあるという。 

 例えば、重度訪問介護の場合、１時間あたりの報酬は約１７００円。移動中に介護を行う

と、１時間に最大で約１０００円が加算される。自立支援法施行前、介護を伴う外出支援に

１時間で最大約４０００円の報酬が支払われたのと比べると、大きな違いだ。 

 同社協の曽根直樹・総合福祉エリア施設長は、「社協の社会的使命として、不採算でもやらなければならないが、この

報酬額では長くは続けられない」と話す。 

研修費用 

 重度者のケアは、介護や支援の難度が高く、しかも２４時間、３６５日の対応を求められる場合もある。にもかかわらず

報酬が安く、その影響が利用者に及んでいる。 

 民間団体「障害者の地域生活確立の実現を求める全国大行動実行委員会」の昨年秋の調査によると、事業所の半数

で、重度訪問介護が８割以上を占め、１時間あたりの報酬は平均２１９１円しかない。この結果、ヘルパーの給与が下が

り、離職や求人難が常態化したため、過去３か月間に新規利用を断らざるを得なかった事業所は７６％に上ったという。 

 重度障害者は、介護の方法が人により大きく異なり、それぞれの障害者の介護に熟練したヘルパーが必要だ。このた

め、一般的に新人ヘルパーは、特定の障害者の介護に慣れるために、ベテランに同行してもらって指導を受ける。こうし

たベテランの同行費用が、事業所の大きな負担になっている。国は、都道府県がこの費用を補助できるよう予算を計上し

たが、今のところ来年度限りの措置だ。 

 大阪府堺市で障害者の地域生活を支援している「堺・自立をすすめる障害者連絡会」の木戸保光代表は、「安全な介護

を安心して受けられるよう、恒常的な研修支援を含め、重度障害者の介護を行う事業所の育成に力を入れて欲しい」と国

に求めている。 

ヘルパーから介助を受け

る大橋さん。平日に平均

約６時間の「重度障害者

等包括支援」を利用する 

「重度訪問介護」を利用する坂本さん 
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（2008年2月12日  読売新聞） 

2/2 ページ（上）安い報酬 「続けられぬ」 : 最前線 : 共生 : 医療と介護 : YOMIURI ONLINE（...

2008/02/15http://www.yomiuri.co.jp/iryou/kyousei/saizensen/20080212-OYT8T00242.htm



（下）移動付き添い 自治体で格差 

外出したくてもできない… 

 障害者の社会参加に不可欠な「移動支援」が、障害者自立支援法により制約を受け、

外出しにくくなったという声が相次いでいる。（安田武晴、写真も） 

趣味の時間 

 東京都中野区の知的障害者ケアホームに住む日高恭子さん（５１）は、週１回程度、ヘ

ルパーに付き添ってもらい通院する。 

 中程度の知的障害のため、平日に通っている作業所以外、１人で出掛けることは難し

い。このため、出身地の足立区から、トイレ介助などの身体介護を伴う移動支援を、１か月に１６時間支給されている。 

 移動支援を効率的に使おうと、耳鼻科や内科など１度に複数の病院を回るようにしている。それでも月に計１１時間は通

院に使わざるをえず、楽しみや気晴らしに使えるのは５時間程度しか残らない。 

 以前は、「身体介護」で支給される月３２時間を、通院の付き添いに使うことができ、移動支援の１６時間は自由に使え

た。だが、自立支援法により、ケアホーム利用者の身体介護は認められなくなり、月２回、カラオケに行くくらいしかできな

くなった。 

 ヘルパーを派遣している「サポートセンターくりっく」には、移動支援の支給時間が月にたったの８時間という利用者もい

る。スタッフの高見沢恵さんは、「支給時間が足りない場合、事業所が無償で付き添うこともある」と話す。 

硬直化 

 自立支援法では、自立した日常生活や社会生活に必要な福祉サービスについて、国が費用の５０％を支出することが

義務づけられている。だが、移動支援は、「全国一律でなく、地域の実情に応じ柔軟に提供すべきサービス」（厚生労働

省）として、義務化の対象外とされた。 

 この結果、自治体の対応に大きな差が出た。 

 障害者団体であるＤＰＩ（障害者インターナショナル）日本会議が昨年１月、東京、埼玉、神奈川の市区町村を対象に実

施した調査によると、移動支援の最長支給時間は、１２・５時間から１９７・５時間まで、１６倍の格差があったという。 

 一方、利用制限については、まったく設けていない自治体から、埼玉県川口市のように、娯楽や飲酒、入場・入館料を払

う活動などへの利用を認めない自治体まで様々だ。地域の実情に応じた支援拡充を狙った国の思惑通りには、必ずしも

いっていない。 

 ヘルパー不足も深刻化している。 

 名古屋市の視覚障害者、梅尾朱美さん（５７）は、利用する事業所から、５日前に行き先を決めて予約するよう求められ

ている。ヘルパーの人繰りが大変なのが理由で、変更もままならないという。「マッサージの仕事をしており、５日も前に予

定を決めるのは難しい。使い勝手が悪く、支給された月３６時間もほとんど使えない」と肩を落とす。 

介助の理念 

 障害者の移動や外出については、そもそも、支援の時間や範囲について様々な議論がある。社会生活に必要な移動支

援について、国が具体的な基準を示さず、財政的支援にも消極的なことが格差の背景にある。 

 同会議の尾上浩二事務局長は、「柔軟になるどころか、かえって硬直化している。移動支援に対する国の補助も義務化

するべきだ」と強調する。 

 埼玉県の障害者団体「わだち」の小林由起子代表は、「私たちも、外で趣味を楽しんだり、人と交流したりという普通の生

ヘルパーと共に病院へ向かう日高さ

ん（手前） 
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活を送りたい。食事やトイレなど最低限の介助だけでいいと考えている自治体には、介助の理念から考え直してほしい」と

訴える。 

 公共交通機関が少ない沖縄県名護市で車いす生活を送る儀間啓子さん（５６）は、「家に閉じこもっていると、障害の状

態は悪化し、精神的にも不健康で、さらに医療や介護が必要になる。移動を積極的に支援するほうが、公費全体の支出

は少なくてすむのではないか」と話している。 

（2008年2月13日  読売新聞） 
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知的障害者に「奴隷生活」 保護の４人、経営者らを提訴 
2008年02月13日22時42分 

 札幌市の食堂で住み込みで働いていた知的障害のある３２～５１歳の男女４人が１３～３１年間、無報酬で

劣悪な生活を強いられ、０７年６月に保護されていたことが１３日わかった。労働時間は１日十数時間で休日は

月２回。食事も満足に与えられなかったという。４人は同日、「奴隷のように働かされ、障害者年金も横領され

た」などとして経営者らを相手どり約４５００万円の損害賠償を求め、札幌地裁に提訴した。経営者は現在、行

方がわからないという。  

 ４人は、３２歳の男性１人と３５～５１歳の女性３人。定食類を出す札幌市白石区の「三丁目食堂」の調理室で

調理や皿洗いを担当していた。  

 ４人を保護して暮らしぶりを聴き取った弁護士によると、４人は食堂２階の部屋などに住み、毎日午前６時ご

ろ起床。仕事中はトイレに立っても怒鳴られ、午後１０時ごろまで働かされた。食事は残り物ばかりで、調理室

の食べ物を持ち出してしのいでいたという。  

 休みは月２回で、現金は週１回、銭湯代を渡されるだけ。入浴は休日しか許されず、下着は汚れたものをず

っと使っていた。歯磨きも「仕事を始めてからほとんどしたことがない」といい、保護時は緑色の歯石がびっしり

たまっていたという。  

 ４人は長期にわたって恐怖感を植え付けられ、逃げ出すことができなかったという。親たちも知的障害がある

などの事情で、後ろ盾になれる状態ではなかったという。  

 弁護士の電話相談に事情を知る人から情報が寄せられたことから、４人は障害者施設に保護された。発見

時は４人ともやせ衰え、繰り返し「早く食堂に戻らないと大変なことになる」とおびえていたという。  

 食堂の経営者らは４人の障害基礎年金の手続きも無断で行い、約２６００万円を横領していた疑いもあると

いう。経営者は弁護士に「面倒をずっと見てきた。責められることはない」と話したという。  

 弁護士は「自己主張のすべがないのをいいことに、奴隷のような環境で人格をおとしめた。裁判を通じて警

鐘を鳴らしたい」と話している。  
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